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1）団体及び事業担当者の紹介

カタリバは、日本全国で活動する、創業23年目の教育NPOです。2021年度は17の事業で合計83,278人の子ども・若者に活動を届けました。

自治体連携は30、750校を超える全国の高校とプログラムなどの連携を行いました。

宮城　千恵子
（Miyagi Chieko）
プロジェクトリーダー

渡邉　慎也
（Watanabe Shinya)
生徒プログラム担当

内山啓文
（Uchiyama Hirofumi)
企業プログラム担当

本事業担当者
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活動
2024〜2026年度

アウトプット
2024〜2026年度

短期的アウトカム
2024〜2026年度

中・長期的アウトカム

【高校生向けプログラム】

・スターティングキャンプ
（ケース検討会議含む）

・Rootsインターン

・オンラインキャリア
センター

【企業連携プログラム】

・Rootsインターン
（関係者キックオフ/報告会含む）

・インクルーシブリーダー
キャンプ

・アンケート：学内（地域）の
つながりの構築

・横展開できるプログラム

高校生の自己効力感の向上
高校生の社会関係資本の獲得

・中退率 / 非正規就職率の減少
・進路実現率の向上

地域内で日本人・外国人が出会
える場が創出されている

・アンケート：信頼できる大人
の数、自分から他者とつながっ

ていける
・新たなインターン事例の創出

外国ルーツの子どもに関する課
題の認知度の上昇

各自治体の多文化共生計画に
おいて「共創」の事例が

あふれる

学内・地域内で外国ルーツの若
者が活躍できる機会がつくられ

ている

外国ルーツの高校生が
日本人高校生と同等の

中退率・進学率・正規就職率を
達成している社会になる

社内のインクルーシブ改善への
意欲や自信の向上

外国ルーツの方が地域に
増えることへの社会不安の減少

群馬県｜40人受益者数
群馬県｜40人
茨城県｜32人

東海地域｜113人

・インクルーシブな社会を創る
次世代リーダー・メンター候補

・インクルーシブな
環境実現を目指した

プロジェクトアイデア

他地域への展開に向けた
自治体への提案

プログラムのローカライズ
に向けた自治体毎の

多文化共創の実現や、
プログラム導入における課題
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他地域に展開できる
プログラムパッケージ

外国ルーツの子ども支援の
担い手が育っている

地域の既存支援団体との
共催＋ノウハウ移転

地域における自立的な
プログラム実施体制

課題

日本に暮らす外国籍
の若者（15-19歳）の4
割が学んでも働いて

もいない可能性
▼

まずは学びにつなが
れている生徒が学び
続けられる環境を

構築する

留学生ではなく、
日本の公立学校で

学び育った
外国ルーツの
子ども若者
の存在を

知る機会がない

取り組みのインパ
クトが限定的

（地域・期間）

2) 採択事業のロジックモデル
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3）採択事業におけるステークホルダー等の関係性と役割を示したステークホルダーマップ

外国ルーツの

高校生
地域の

大学生・専門学校生

多文化共生・共創カンパニーへ参入

群馬県

多文化共生・共創
カンパニー認定

実績の発信・認知

生徒の送り出し

多文化共創
担い手育成事業

外国ルーツ高校生向けインターン

×

地域住民

実績の発信・認知

インクルーシブな組織への入社希望増加
企業への信頼の高まり

地域企業
多文化共生・共創カンパニー

他の自治体
（茨城・豊橋市 等）

パッケージ化
モデルの発信・認知
他の地域への展開

外国ルーツの生徒が
在籍する高校

外国人活躍推進課

教育委員会

進路指導との連携
学校の魅力向上

多文化共生・
共創推進条例

具体施策
（若者支援）×

多文化共創リーダーの育成
・早期に多様性に触れる体験

・未来への期待を育む
・若い世代の意見を活かす

・学生によるメンタリング
・ロールモデルとの出会い

参画への後押し
研究連携

地域の支援団体
(NPO法人共に暮らす等)教育プログラム

運営の移管

群馬県の例


